
Ｃ') 千円 0 0 0 0

総コスト(Ｄ)=(Ａ)+(Ｃ)+(Ｃ') 千円 572 82,359 30,656 32,572

単位当たりコスト
千円

(Ｅ)=(Ｄ)/(換金額 ) 0 0 0 0

活動等指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

評
価
指
標
の
設
定

①商品券発行総額 実績値 千円 0 550,000 220,000

②関連イベント回数 実績値 件 0 13

《指標の説明・数値変化の理由 など》

10％プレミアム分を含めた商品券の発行総額。平成21年度は1回目330,000千円、2回目220,000千円の合計額。

成果指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

一
次

目標値 千円
換金額

実績値 千円 548,988 219,056

二
次

目標値 ％
換金率

実績値 ％ 99.8 99.6

《指標の説明・数値変化の理由 など》

商品券の使用期間は3ヶ月程度であるが、ほぼ換金されている。

平成22年度に利用者アンケート調査を行った。（配布数10,000枚、回収率29.8％）

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見 市内での購買意欲　増えた61％　少し増えた29％　変わらない10％

(アンケート結果など) 平成21年度に商工会加盟店アンケート調査を行った。（308店舗）

売上向上効果　多いにあった3.9％　あった29.2％　少しあった38.6％　ない28.2％

平成21年度実施団体17市、平成22年度実施団体5市、平成23年度実施予定団
■ 上

都内26市のサービス水準との比較 体8市
□ 中

(平均値、本市の順位など) ※４回連続実施は日野市と西東京市のみ
□ 下

代替・類似サービスの有無
□ 有 代替・類似サービスはない。

■ 無

事務事業評価シート(事後評価)
事業コード事務事業名プレミアム商品券事業費補助金 所管部課 生活文化スポーツ部

07-03-07 産業振興課

施策コード施策名 施策目標

活1-1
市内の農業・商工業を振興し、地域経済の発展をめざします。

産業の振興

事務事業の目的 根拠法令等

事
務
事
業
の
概
要

　地域消費者の購入意欲拡大及び市内事業所の売上向上のために、西東京商工会が実施する商品券の発行事業に □法律

ついて、市が経費の一部補助を行い、地域経済の活性化を図ることを目的とする。 □条例・規則

□政令・省令

■要綱・要領

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要(団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等)、補助金の概要(国・

都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額)等　※該当する予算事業名・節目を明記する

　事業実施主体の西東京商工会に対し、商品券発行に係る経費（商品券のプレミアム経費）として10パーセント上乗せ分の経

費に対しての商品券事業補助及び商品券事業の関連事業を行うにあたり必要となる経費に対してのイベント事業補助を行う。

具体的な方法については、西東京商工会で設置する「商品券事業運営委員会」で決定する。平成21年度に２度実施された事業

については、国庫の臨時交付金が充当されているが、３回目以降は単独財源となっている。

　7-1-2-1　プレミアム商品券事業費補助金

事業開始時期 21 年度 実施形態 □ 直営 □ 委託 ■ 補助 □ その他 ( )

項　目 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

事
業
費
デ
｜
タ

事業費(Ａ) 0 81,793 30,090 32,000

財
源
内
訳

国庫支出金・都支出金 0 81,793 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 ( ) 0 0 0 0

一般財源 0 0 30,090 32,000

所要人員(Ｂ) 人 0.07 0.07 0.07 0.07

人件費(Ｃ)=平均給与×(Ｂ) 千円 572 566 566 572

臨時職員賃金等(
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　本事業

施

は、平成20年秋のリ

策

ーマンショック以降の

目

景気低迷に対応する刺

標

激策として相当の効果

活

を発揮してきた□拡充

1

。しかし、市内商工業

-

の魅力増進や本来的な

1
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る点に留意

し

し、そうした状況変化
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を注視されたい。
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止

。

産業の振興

【一次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 一次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
3

　平成20年後半の金融不況に端を発した景気の低迷が続く中で、地域消費者の購入

(緊急性) □拡充 意欲拡大及び市内事業所の売上向上のために、西東京商工会が実施する商品券の発

行事業について、市が経費の一部補助を行い、地域経済の活性化を図ることを目的事業の
3Ａ とした本事業は、しばらくの間継続して実施する必要がある。

必要性 □継続実施 　実施主体の妥当性については、売上げ確保は一義的には民間が主体的に取組むこ
事業主体の

2
とではあるが、地域経済の活性化という点を踏まえ、現段階では市が補助を行なう

妥当性 必要性は高い。但し今後どの時点まで続けるべきかという課題が一方である。
■改善・見直し

　サービスの相手方は商品券を購入する方と商品券を使用することにより売上げに直接のサービス
2 つながる商工会加盟の事業者の方が対象となる。

の相手方
　事業内容については、アンケート調査を実施するなどして、発売開始日や販売限□抜本的見直し

事業内容等の
3

度額など改善可能なものについては実施方法を見直しており、利用者の声としては
Ｂ

適切さ 満足度が高いという結果となっている。また事業者の方からも関連イベントとの連

□休止 携強化といった課題もあるが、概ね売上向上に効果があったと受けとめられている受益者負担の
2 。

適切さ

市民ニーズの □廃止
3Ｃ

把握

検証項目の見方　Ａ:事業実施の意義を検証する項目　Ｂ:事業の内容・実施方法を検証する項目　Ｃ:市民ニーズの反映度を検証する項目

【二次評価】

事

○検証項目、評価の判

業

断理由
検証項目 ランク

コ

二次評価
○事業実施上

ー

の課題や今後改善すべ

ド

き点等

事業の優先度
2

事

　平成21年度から４

務

回連続で実施する団体

事

は西東京市を含め２市

業

のみであり、22年

(

名

緊急性) □拡充 度実施

プ

団体（５団体）のうち

レ

23年度実施するのは

ミ

3団体のみである。事

ア

業実施前後

における市


